
施策評価シート《マネジメントシート》

④

①

②

③

⑤

15,488

19

8 災害時要援護者支援事業
災害時に支援を必要とする者の台帳
整備や個別計画を作成する

700 700 2,363 17

統合

3,042 17,474

地域防災計画及び防災マップの見直し 980 1,330

29,302

10,771 11,179

アナログ無線からデジタル無線に移
行する整備事業

7
地域防災計画及び防災マップ見
直し事業

9 消防庁舎管理事業

　長期計画に基づき、消防車両等の更新配備、消防水利が十分でない地域への防火水槽等の増設・整備、高度化する資機材への
対応を図ります。また、電波法令の改正により消防救急無線のデジタル化を構築し、併せて老朽化する消防緊急通信システムを
更新し、災害や障害に強い新たな無線設備の構築を図ります。

5 防災備蓄品整備事業

消防水利充足率(％)

H22年度 H23年度

7

13

13 民生安定施設整備事業
補助金を活用して消防車両等を整備
する事業

38

統合

宮　下　義　幸

施策名 防災対策の充実

施策の体系

基本目標 ひとをつなぐまち

シート作成者名

施策の主担当課名

主要施策名(１) 地域防災計画及びハザードマップの見直し

　災害時の対応に必要となる資機材や水・食料などの備蓄を進めます。また、大規模災害時の備えとして、生活必需品や一時避
難所を確保するため、民間事業所との協定締結に向けた取り組みを進めます。

主要施策名(４) 初動体制の強化

　あらゆる災害からの被害を軽減するためには、初期段階での対応が求められます。職員初動マニュアルの周知徹底を図り、適
宜的確な情報伝達による組織体制の確立に努めます。また、現場到着時間の短縮を図るため、消防署所の新設を検討します。

災害物資及び避難所の確保

地域防災力の向上

　国・県の防災計画等の見直しを注視しつつ、本市の実状に即した地域防災計画及びハザードマップの見直しを実施し、防災対
策の充実を図ります。

主要施策名(２)

主要施策名(５)

総務課

基本施策 地域コミュニティプロジェクト 関係課名 消防４課

施策コード C-5-3

　防災ワークショップを通じて自主防災組織の設立を促進するとともに、災害時要援護者支援計画に基づく支援台帳の整備を行
い、システム構築を図ります。また、総合防災訓練や地域での避難訓練等を実施し、地域の防災力を高め、危機事象に即応でき
る体制づくりに努めます。

主要施策名(３)

　本市では、地域防災計画の見直しやハザードマップの作成、防災行政無線の整備、自主防災組織の設立促進等、風水害や地震
災害に備えた防災体制の充実を図っています。しかし近年、大規模地震や局地的集中豪雨による大災害が頻繁に発生しているこ
とから、これらに対応する地域防災計画の見直しを進め、自主防災組織の設立など、地域の防災力向上に一層力を入れながらさ
らなる防災体制を充実強化し、災害に強いまちづくりを進めることが重要な課題となっています。
　一方、消防業務については、火災出動件数は近年横ばい状態が続いていますが、救急出動件数は、高齢化の進展や生活様式の
多様化等を要因として増加の一途をたどっています。さらに、近年、災害や事故の多様化・大規模化、或いは市民ニーズの高ま
り等により、消防を取り巻く環境が大きく変化している状況下にあって、特に本市では、企業の進出や市街地における建造物の
高層化、東九州自動車道の整備により、今までにない災害発生が予測されます。
　これらに的確に対応するためには、消防職員体制の充実や職員の技術力の向上と併せて、消防救急無線の高度化や計画的な消
防車両等の更新配備、さらには、各種災害を未然に防止するため防火対象物等の査察や指導を強化し予防行政の充実に努めるな
ど、消防力の一層の充実強化を図る必要があります。
　また、地域に密着した消防団は、機動力強化を推進し広範囲災害出動を目指すとともに、団員の教育、訓練等を通じ消防団の
技術向上を図り、地域の防災力強化に努める必要があります。

施策の現状と課題

　市民の防災意識の高揚を図り、市民・地域・行政が一体となった防災体制の充実強化を図ります。また、市民が安全安心に暮
らせるまちづくりに向けて、消防力の強化と併せて消防体制の充実を図り、災害に強いまちづくりを進めます。施策の基本方針

救急・救助活動の強化

主要施策名(６) 消防団の活性化

主要施策名(７) 予防業務の強化

　予防業務の体制を拡充し、防火対象物等の立入検査を実施するとともに、法令に精通した予防技術資格者を養成し、法令違反
の実態を把握し、違反対象物に対して適正な行政指導や違反処理を行い、違反対象物を減少させます。

指標名(単位) 過年度実績 評価年度 目標値

H23年度

要援護者支援台帳登録率
（同意方式対象者）(％)

H22年度 H23年度 H24年度

達成度の説明（H２４年度）

施策の内容
（主要施策）

　現存する可搬ポンプを機動化の図れる積載車等に移行し、広範囲の災害に対応できるよう配備を行うとともに、消防団員の教
育・訓練等を行い、消防団の活性化を図ります。

主要施策名(８)

目標指標

自主防災組織の組織率
(％)

H22年度 H23年度

現場到着時間(分)

H22年度

H24年度

73.0 73.0 77.4

H24年度

H27年度

70.0

77.4 78.0

H25年度

H28年度

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度

70.0 80.0 50.00.0 31.4 47.0 60.0

２３年度から取り組みを始めたところであるが、
２４年度は同意方式の新規対象者に対して郵送に
て案内を行ったことにより登録率が向上した。引
き続き関係者に協力を求めながら登録率の向上に
努める。

0.0 0.0 31.1 50.0 60.0 80.0

H25年度 H26年度

２３年度から３カ年計画で実施している防災ワー
クショップの効果により組織率が向上した（２４
年度は行橋南・蓑島・今元・仲津校区で実施）。
引き続き地域に協力を求めながら組織率の向上に
努める。

立入検査実施件数(件)

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度

H25年度

77.4

90 100 50

H26年度 H27年度 H28年度

75.0

平成２４年度消防施設整備計画実態調査による数
値。防火水槽等の設置、東九州自動車道整備によ
る市街地・準市街地区域の変更による変動（３年
ごとに見直し）

事務事業名 事務事業の内容

事業費（人件費込、単位：千円）

優先順位

用途や施設ごとに目標を設定し、立入検査を実施
した結果、飛躍的に実施件数を増加することがで
きた。防火対象物７５件、危険物施設３７件。17 63 112 80

Ｈ23年度
実績値

Ｈ24年度
実績値

4

Ｈ25年度
見込額

8,334 9,419 6

7,518 8,484

市内全域に整備した防災行政無線の
維持管理

8,118

2 防災管理事業
災害対策や災害時等危機管理に関す
る業務

6,065

16

災害時に対応するため、食料や資機
材等の備蓄を行う

3,901

3
防災行政無線外部アンテナ設置
事業

電波の届きにくい戸別受信機に対す
る外部アンテナ設置工事

0 0 254 44

3,804 4,259 4,320

32,481

2,756 2,454

45

26,724 29,526

18

4,722 0 0

11

12

20,379

7,394

14

　「消防力の整備指針」に基づいて車両、資機材等及び人員の整備を図るとともに、大規模化する災害に備え、応援協定や緊急
消防援助隊を円滑に行える体制を強化整備します。
　また、国道201号と接続する行橋インターチェンジ（仮称）及び主要地方道行橋添田線と接続する行橋ＰＡスマートインター
チェンジ（仮称）の整備を行うことにより、災害時の緊急輸送路及び活動拠点として東九州自動車道及び行橋ＰＡ（仮称）の有
効活用を図ります。

17,290

老朽化する消防庁舎、訓練塔等の改
修事業

0 30,895 0

15 非常備消防施設管理事業

消防庁舎及び消防車両等を適正に維
持管理する事業

10 各種消防研修事業
知識向上や資格取得のため消防学校
等に入校する事業

4

14

各校区で防災ワークショップを開催
し自主防災組織の設立を支援する

自主防災組織に対して、避難活動に
必要な資機材等を配付する

消防施設の充実

6
避難活動コミュニティ育成強化
事業

H23年度

11 各種消防講習等事業

1 防災行政無線管理事業

火災8分
救急6分

H28年度

応急手当講習会受講者数
(人) 1,550 1,600 1,650

H25年度

火災10分
救急7.5

分

1,505

H26年度 H27年度

H26年度 H27年度

普通救命講習等を講師として指導す
る事業

自主防災組織設立促進事業

H22年度

1,446 1,554

H24年度

市民の救命に対する意識向上による増加、また、
全消防団員へ講習が終了したことによる減少。1,533

H28年度

消防署から周辺地区への出場が増加したため、到
着時間の増加となった。

火災10.4
分   救急
7.2分

火災11.9
分　救急
7.6分

火災10,5
分　　救
急7.3分

火災10分
救急7.5

分

火災10分
救急7.5

分

10,283 8,542 10,432

26,857 25,586

5

施策構成
事務事業

12 消防救急無線デジタル化事業

消防庁舎等改修事業

消防団格納庫及び車両等を適正に維
持管理する事業



⑤ ⑥

⑦

⑧

9,709

35

0

4,891

0

7,630

11,449

45 各種消防研修・講習等事業

16 各種消防団研修事業

25 消防団福祉共済助成事業

17

10

29,749

施策全体の今後
の方針と展望

(主要部長の意見)

防火水槽・防災倉庫整備事業

消防団員の知識向上や研修のため消
防学校等に入校する事業

19 消防団車両購入事業
経年による老朽化に伴う消防団車両
の更新事業

22,196

　防災対策で重要なのは「自助」「共助」であり、その視点から見ると概ね順調に事業が行われている。今後
は、市民一人ひとりの高い防災意識が継続するような対応、また家庭における安全対策の必要性をＰＲするなど
の対策が必要。
　一方、いわゆるハード事業については、毎年の事業計画に則り予算化し、実施しているが、事業計画は単に予
算面からのローリングではなく、急不急の観点からの事業ローリングを心がけなければならない。
　また、災害発生時あるいは災害発生が予想される場合においての行政の対応（対策の優先順位、住民の避難基
準）について、消防本部及び消防団とともに確認する必要がある。そのため消防本部及び消防団についても、こ
れら対応の範囲や基準などを準備する必要がある。

施策の最終方針

（市長の意見）

　アンケート調査等を行ってみてもわかるように、２０１１年に発生した東日本大震災はもちろん、近年は毎年
のように発生する集中豪雨による水害等の経験から、市の施策の中でも『防災』に関する取り組みは、市民ニー
ズが最も高く、かつ全市民に直接影響のある施策であるといえる。
　そのため、日常的に市民からの問い合わせや市議会からの要望等があり、その都度、改善してきていることと
は思うが、他自治体の取り組み等を参考にしながら、常に防災に対して積極的な姿勢を示し続けていくととも
に、市民に対して『自助』『共助』の大切さを理解してもらう努力を続けてほしい。そうすることで、『市民の
安全・安心のまちづくり』に直結すると思う。
　例えば、他の多くの自治体でも実施されているもので、各地点に海抜表示の看板を設置するというものがある
が、行橋市でも検討してはどうだろうか。

総合計画審議会
からの意見及び

指摘事項等

　防災対策の更なる充実を図るため、ソフト面については引き続き、自主防災組織の設立や要援護者支援台帳の
整備に努め、これらを通して「自助」「共助」の重要性を訴え、地域防災力の強化を図るとともに、非常食や防
災資機材の計画的な備蓄を行います。ハード面の整備については、集中豪雨などの度に被災する箇所を中心に、
その改善に向け、様々な角度から事業実施を計画していきます。なお、海抜表示板については、避難所となる公
民館や学校などを中心に、２５年度中に設置します。
　消防業務については、大規模・複雑多様化する災害に備えるため、消防力を強化し、消防体制のさらなる充実
を図ります。
　また、他自治体の取り組みも含め、より良い施策を取り入れることができるよう情報収集に努め、『市民の安
全・安心のまちづくり』に繋げてまいります。

39,593
消防学校入校・各種講習等に伴う諸
事務

7,898

7,874 0 37

8,045

8,819 36
防火水槽の新設及び老朽化格納庫の
建替え事業

5,946

43

0 15

技術向上のため隔年おきに実施され
る県消防操法大会に出場する事業

0

義務教育施設災害復旧事業 義務教育施設の災害復旧 0 0

2

3,417 1,500

66,962

42

1,358

3

消防団員及びその家族に対しての福
祉事業

28

20

18 消防ポンプ操法大会事業

23

漁港施設災害復旧事業

農林施設災害復旧事業 農業用施設等の災害復旧

0

公共土木施設災害復旧事業 公共土木施設の災害復旧 1,187

21 大雨災害による海岸漂着物の撤去等

0

1

1,600

24 庁舎施設災害復旧事業 庁舎施設の災害復旧 0

22 1,800

1,500

8,836 7,618 8,730 39

26 支援情報整備事業
対象物、危険物施設等の情報を管理
するシステムの整備事業

0 0 21,255 8

27 消防車両等配備事業
経年による老朽化に伴う消防署車両
の更新事業

0 0 76,974 9

総務事務一般 総務課全般に係る諸事務 18,550 16,240 19,110 40

27

4129 総務課各種調査事務 総務課各種調査に係る事務 18,550 16,240 19,110

警防課全般に係る諸事務 13,300 16,450 13,650

13,30030 消防水利管理事務 警防課消防水利に係る管理事務 9,100 9,100

28

32 救急統計処理事務 救急統計処理に係る事務 14,700 13,300 14,700 26

31 警防事務

21

33 救急救助事務 救急救助全般に係る事務 12,950 11,900 14,000 29

34

予防課防火対象物指導に関する事務 14,140 11,900 12,040

建築確認同意事務事業 予防課建築確認に係る同意事務 11,340 11,900 12,040

23

36 住宅防火推進事業 予防課住宅防火推進に関する事務 14,140 11,900 12,040 30

35 防火対象物指導事業

22

37 危険物施設許認可事務事業 予防課危険物施設に関する許認可事務 11,760 13,860 11,760 20

38

予防課における各種講習事務 17,360 23,380 20,860

危険物施設等指導事務事業 予防課危険物施設指導に関する事務 15,260 18,060 15,260

24

40
消防地理水利の調査保全事務事
業

防火水槽・消火栓点検及び調査 22,400 24,500 26,600 25

39 各種講習事業

32

41 各種訓練受付調整事務事業 各種訓練打合せ及び受付事務 22,400 24,500 26,600 31

42

消防車両資機材等維持管理事務
事業

消防車両・資機材の維持管理事務 43,400 47,600 51,800

各種届出受理事務事業 各種届出及び受付事務 29,400 32,200 35,000

施策構成
事務事業

33

44
消防車両資機材仕様書作成事務
事業

消防車両・資機材の仕様書作成事務 29,400 32,200 35,000 34

43


